


県財政の概要について秋田の未来のために今できる事を!
県民の社会経済活動を停滞させないために！

自民党会派として
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県債残高の推移

実質公債費比率の今後の見通し

臨時財政対策債
臨時財政対策債以外

平成29年の豪雨災害の早期
復旧や国土強靱化の積極的
な推進により、令和元年度から
県債残高（県の借金の残高）
は増加に転じています。
これに伴い、返済額が今後
増大し、県民サービスの低下
を招くリスクがあります。

新型コロナウイルス感染症
や、昨今の物価高騰に対し、
県は国からの交付金等を活
用して各種対策を講じてきま
した。
急激な感染拡大などで、この
交付金では全ての対策を
賄えず、県の一般財源の持ち
出しも大きくなるおそれが
あります。

このままでは実質公債費比率
が18％を超え、県にとって必
要な公共事業や県有施設の
整備が制約を受け、また、金融
機関からの借入（県債発行）
に際し、高い利払いが生じ財
政を更に逼迫するリスクが高
まります。
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県の成長
県民サービスの向上に

つながる
施策への重点化

健全な
財政運営を徹底し

県民や
社会経済活動への
影響を回避成長を促し、税収増など県

財政を好転させる施策や、
限られた財源の中で県民
サービスの向上にとって
効果の高い施策を重点的
に提言していきます。

必要な公共事業等を
確保しながらも、さらな
る財政の悪化を招かな
いよう、健全な県政運営
を目指していきます。

活発な意見を交わし
県政の難題に挑戦しています！

自民党会派として

新型コロナ対策や物価高騰に対する支援など

自民党会派として

※一般会計ベース。R3年度までは決算額、R4年度は当初予算の見込額（R3年度からの練越分を含まず）。
※満期一括償還債に係る償還額見合いの減債基金積立金は、県債残高から控除していない。

※R3の全国平均は仮置き    ※県のR4以降の数値は推計

R3は県の基本的な収入の
14.9％を返済に充当

秋田県
全国平均
秋田県目標値

順位 順位 実質公債費率

1 北海道 19.1％

2 新潟県 17.5％

3 京都府 15.9％

4 兵庫県 15.2％

5 秋田県 14.9％

全国ワーストランキング（速報値）

活発な意見を交わし
県政の難題に挑戦しています！
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県の基本的な収入に占める
県債（借金）の返済額の大きさ

原油価格・物価高騰等への対策
は勿論でありますが、中小企業、
小規模事業者や福祉医療機関など
を対象にした支援プログラムの拡充を
後押しするとともに、新エネルギーや農林
水産業などこれからの秋田をリードしていく
分野への投資を力強く推し進めてまいります。

18％を超えると、国の許可なく
公共事業等に充てる借入が不可

秋田県の
財政はこんなに
厳しかったんだ

これまで
できる限りの

対策を講じて

乗りきって
きたんだね

公共事業等を
3～5％見直しを
することで
引き下げ可能

厳しい財政の中でも知恵を出し合って前へ進めることはできるはず！

未来を見据えた
街づくりは
夢を持つことが
大切です！国からの交付金

(地方創生臨時交付金など）

※令和4年9月22日時点

感染症患者受入医療機関等支援事業 34.4
億円医療提供体制の維持・確保のため、医療機関に対し

患者一人当たり50～100万円の応援金を支給

飲食店感染予防環境整備支援事業 1.5億円

抗原検査体制整備事業 1.4
億円

エネルギー・食料品価格高騰対応緊急助成事業エネルギー・食料品価格高騰対応緊急助成事業 9
億円

地域公共交通燃料高騰等対策事業 4
億円

配合飼料価格差補てん緊急支援事業 3
億円後方支援医療協力体制整備事業 1.4

億円

本県のほか3府県（栃木、愛知、京都）で実施 ※2022/8/15時点  県調べ

PCR等検査無料化事業（県負担の2割部分） 7.0
億円感染不安を感じる無症状の県民を対象にした

PCR等検査を無料化する経費を補助

当初予算で措置した予算が枯渇し9月補正で追加措置

保育所エアロゾル感染対策費補助事業 1.7
億円私立保育施設等に対してエアロゾル感染対策のため、

高機能の空気洗浄機等の購入費用を支援

多くのクラスターが発生しており対策が急務

億円80.8

秋田県が負担

(一般財源措置）
億円59.7


